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第１章 計画の概要 
１章 計画の概要 

第１節 計画策定の背景と趣旨 

 

本町では、平成30(2018)年３月に策定した「第３次島本町障害者計画」（計画期間：平成30～令

和５年度）及び令和３(2021)年３月に策定した「第６期島本町障害福祉計画（第２期島本町障害児

福祉計画」（計画期間：令和３～５年度）に基づき、関連する各種計画との整合を図りながら、障

害者福祉に関する諸施策を推進してきました。 

 

この間、国においては、令和２（2020）年に「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律」、令和５（2023）年に「障害者雇用促進法」が改正され、また令和元（2019）年に「読書

バリアフリー法」、令和３（2021）年に「医療的ケア児支援法」、令和４（2022）年に「障害者情

報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」が新たに施行されるなど、地域共生社会の

実現に向けた、権利擁護、生活支援、差別解消、就労等の幅広い分野での法整備が進んでいます。

加えて、令和３（2021）年より施行された社会福祉法の一部改正に伴い、地域住民の複雑化・複合

化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、重層的支援体制整備事業が創設さ

れ、市町村において「属性を問わない支援」、「多様な社会参加に向けた支援」及び「地域づくりに

向けた支援」を一体的に実施する体制の整備が求められています。 

また、令和６（2024）年から施行される改正「障害者総合支援法」においては、「障害者等の地

域生活の支援体制の充実」、「障害者の就労支援および障害者雇用の質の向上の推進」、「精神障害者

の希望やニーズに応じた支援体制の整備」、「難病患者等に対する適切な医療の充実および療養生活

支援の強化」、「障害者・難病等についてのデータベースに関する規定の整備」等のポイントが示さ

れ、障害者等の地域生活や就労の支援の強化等により、障害者等の希望する生活を実現することが

目指されています。 

 



2 

 

さらに、令和５年度より始まった国の第５次障害者基本計画では、各分野に共通する横断的視点

として、「条約の理念の尊重及び整合性の確保」、「共生社会の実現に資する取組の推進」、「当事者

本位の総合的かつ分野横断的な支援」、「障害特性等に配慮したきめ細かい支援」、「障害のある女性、

こども及び高齢者に配慮した取組の推進」、「ＰＤＣＡサイクル等を通じた実効性のある取組の推進」

が示され、各論において共生社会の実現に向けた施策が推進されています。 

 

一方で、地域社会に目を向ければ、地域共生社会の実現のためには、不足するサービス・資源の

充実、権利擁護の推進、重度障害者等の地域移行の促進、就労支援や障害児支援、災害時支援の充

実、複合的な課題に対応する包括的支援体制の構築等、まだ多くの課題が残されています。 

 

障害のある人もない人も、誰もが住み慣れた地域で互いに助け合い、認め合いながら、安心して

暮らせるまちの実現に向け、これまでの計画の成果や課題、障害者やその家族等のニーズ、国・大

阪府の動向等を踏まえ、今後も総合的かつ計画的な障害者福祉の推進を図るため、令和６(2024)年

度からの本町の障害者施策の指針となる「第４次島本町障害者計画」（以下「本計画」という。）を

策定します。 
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＜近年の法・制度の動向＞ 

主な動き 

平成 28 年 

(2016) 

「障害者差別解消法」施行 

行政機関・民間事業者における差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供 

「成年後見制度利用促進法」施行 

人材確保等利用促進のための施策、国等の責務 

「障害者雇用促進法」改正 

雇用分野における差別的取扱いの禁止、合理的配慮の提供 

平成 30 年 

(2018) 

「障害者総合支援法」「児童福祉法」改正 

就労定着支援、自立生活援助、居宅訪問型児童発達支援の創設、障害児福祉計画の法定化など 

「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」施行 

障害者の文化芸術の鑑賞や創造の機会の拡大、作品発表機会の確保など 

令和元年 

(2019) 

「障害者雇用促進法」改正 

障害者活躍推進計画策定の義務化、特定短時間労働者を雇用する事業主に対する特例給付金の支給な

ど 

「読書バリアフリー法」施行 〔視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律〕 

障害の有無に関わらず書籍を活用できる環境の整備（電子書籍・拡大図書等の充実）など 

令和２年 

(2020) 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」改正 

公共交通事業者など施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化、国民に向けた広報啓発の取組推

進、バリアフリー基準適合義務の対象拡大 

令和３年 

(2021) 

「社会福祉法」改正 

地域共生社会の実現をめざし、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的

な支援体制の構築（重層的支援体制の整備）など 

「医療的ケア児支援法」施行 〔医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律〕 

 国・地方公共団体・保育所や学校設置者等の責務、医療的ケア児支援センターの設置など 

令和４年 

(2022) 

「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法」施行 

 障害者による情報の取得利用・意思疎通に係る施策を総合的に推進 

令和５年 「障害者雇用促進法」改正 
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(2023) 
事業主の責務として障害者の職業能力の開発及び向上が含まれることの明確化、企業が実施する職場

環境の整備や能力開発のための措置等への助成による障害者雇用の質の向上など 

令和６年 

(2024) 

「障害者総合支援法」改正 

 地域生活支援の充実、就労支援・障害者雇用の充実（就労選択支援の創設、短時間労働者の法定雇用

率算定等）、精神障害者のニーズに応じた支援体制（医療保護入院の見直し等）など 
 

※改正法については、主な施行時期に記載しています。  



5 

 

第２節 計画の位置付けと期間 

１ 位置付け 

本計画は、障害者基本法第 11 条第３項に定める「市町村障害者計画」として策定するもので

あり、障害者に対する福祉施策を中心に各分野の関連施策を示し、その実現に向けての基本方針

と施策の方向性等を示します。 

本計画は、本町の最上位計画である「島本町総合計画」の障害者施策に関わる部門別計画です。

また、福祉系計画の上位計画である「島本町地域福祉計画」をはじめ、その他の関連計画との整

合を図りながら、諸施策を一体的に推進します。 

なお、障害者施策のうち、障害福祉サービス等の実施計画として、障害者総合支援法及び児童

福祉法に基づき、別に「島本町障害福祉計画（島本町障害児福祉計画）」を策定し、障害福祉サ

ービスや障害児支援サービス等の数値目標や確保の方策等を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

本計画の期間は、令和６(2024)年度から令和 11(2029)年度までの 6 年間とします。 

なお、障害福祉サービス等の実施計画となる「障害福祉計画（障害児福祉計画）」の期間は、

３年間となります。 

大
阪
府
障
が
い
者
計
画 

（
障
が
い
福
祉
計
画
／
障
が
い
児
福
祉
計
画
） 

島本町総合計画 

島本町障害者計画 

島本町障害福祉計画 
（島本町障害児福祉計画） 

島本町子ども・子育て支援事業計画 

島本町保健福祉計画及び介護保険事業計画 

その他の関連計画 

島本町地域福祉計画 
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年度 
 

計画 

平成 
30 年

度 
(2018) 

令和 
元年度 
(2019) 

令和 
２年度 
(2020) 

令和 
３年度 
(2021) 

令和 
４年度 
(2022) 

令和 
５年度 
(2023) 

令和 
６年度 
(2024) 

令和 
７年度 
(2025) 

令和 
８年度 
(2026) 

令和 
９年度 
(2027) 

令和 
10年度 
(2028) 

令和 
11年度 
(2029) 

障害者 
計 画 

 
 

 

   

 

 

       

障害福祉

計 画 

 
 

 

   

 

       

障 害 児 

福祉計画 

  
 

 
  

 
     

第３節 計画の策定体制 

１ 島本町障害者施策推進協議会での審議 

計画策定にあたり、学識経験者、関係機関・事業所の職員、関係団体の代表者、公募委員で構

成される「島本町障害者施策推進協議会」において、計画内容について検討しました。 

２ 島本町障害者地域自立支援協議会からの意見聴取 

計画策定にあたり、町内の障害福祉サービス等事業所で構成される「島本町障害者地域自立支

援協議会」からの意見聴取を行いました。 

３ アンケート調査の実施 

計画策定にあたり、障害者の実態やニーズを把握するため、アンケート調査を実施しました。 

調 査 名 「障害者計画」及び「障害福祉計画」策定のためのアンケート調査 

対 象 者 

障害者手帳を所持している方、障害者手帳は所持していないが障害福

祉サービス・障害児支援サービスを利用している方 

調 査 期 間 令和５（2023）年８月 23 日～９月 13 日 

調 査 方 法 郵送により配布・回収（無記名方式） 

調 査 対 象 数 18 歳未満：247 人     ／18 歳以上：1,447 人 

回 答 数 ・ 回 収 率 18 歳未満：129 人（52.2％）／18 歳以上：768 人（53.1％） 

第４次計画 

第３期計画 第４期計画 第８期計画 

第４期計画 

第３次計画 

第７期計画 

第３期計画 第２期計画 第１期計画 
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４ 団体・事業所ヒアリングの実施 

計画策定にあたり、町内の障害者団体、障害福祉サービス等事業所に対し、今後の展開や課題、

町の障害者施策への意見などを伺うヒアリング（アンケート）を実施しました。 

５ パブリックコメントの実施 

計画策定にあたり、計画案を公表し、広く住民のみなさんのご意見を聞くパブリックコメント

（意見募集）を実施しました。 

募 集 期 間 
 

応 募 方 法 
 

意 見 提 出 件 数 
 

 

第４節 計画の推進体制 

１ 島本町障害者施策推進協議会  

学識経験者・関係団体等で構成される協議会で、進捗状況の確認・検討等を行います。 

２ 島本町障害者地域自立支援協議会 

町内事業所で構成される自立支援協議会で、支援やサービス確保等の検討を行います。 

３ 庁内の関係部局の連携 

福祉・保健・子育て・教育等の関係部局と連携し、毎年度の進捗管理と評価・検討を行い、総

合的かつ計画的に施策を推進します。 

第２章 障害者の現状 
１章 計画の概要 章 障害者の現状  

１ 障害者手帳所持者数の推移 

  平成 30(2018)年度から令和４(2022)年度における障害者手帳所持者数の推移をみると、いず

れも増加傾向にあります。精神障害者保健福祉手帳の所持者数は５年間で約 1.3 倍に増加してお

り、療育手帳の所持者数も約 1.2 倍に増加しています。 

令和４年(2022)度における町全体の人口に占める割合では、身体障害者手帳が 3.4％程度、療

 



8 

 

育手帳が 0.9％程度、精神障害者保健福祉手帳が 1.2％程度となっており、いずれも人口比率は増

加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 単位：人、％／各年度末時点 

 
平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

町全体の人口 
31,167 31,774 31,937 31,821 31,603 

身体障害者手帳 

人数 
1,029 1,056 1,051 1,064 1,069 

人口比 
3.30％ 3.32％ 3.29％ 3.34％ 3.38％ 

療育手帳 

人数 
249 263 281 288 298 

人口比 
0.80％ 0.82％ 0.87％ 0.90％ 0.94％ 

精神障害者保健福祉手帳 

人数 
297 313 345 358 387 

人口比 
0.95％ 0.98％ 1.08％ 1.12％ 1.22％ 

三障害の合計(延べ人数) 

人数 
1,575 1,632 1,677 1,710 1,754 

人口比 
5.05％ 5.13％ 5.25％ 5.37％ 5.55％ 

  

1 ,0 2 9 1 ,0 5 6 1 ,0 5 1 1 ,0 6 4 1 ,0 6 9

2 4 9 2 6 3 2 8 1 2 8 8 2 9 82 9 7 3 13 3 4 5 3 5 8 3 8 7

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 ,0 0 0

1 ,2 0 0

平成3 0年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

（人）
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２ 障害者手帳所持者の年齢別人数 

  年齢別の状況をみると、「身体障害者手帳」では 65 歳以上の割合が７割以上と最も多く、次に

40～64 歳が約２割となっています。一方、「療育手帳」では 18～39 歳が４割以上と最も多く、

次に 18 歳未満の児童が約３割となっています。「精神障害者保健福祉手帳」では、40～64 歳が

約５割と最も多く、次に 18～39 歳が３割弱となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 身体障害者手帳の障害別・等級別人数 

  身体障害者手帳の障害別・等級別の状況をみると、障害別では、肢体不自由が全体の半数以上

と最も多く、次に内部障害が約３割となっています。等級別では、１～２級の重度者は全体の約

４割となっており、３～４級も同じく約４割となっています。 

 

単位：人、％／令和５年３月末時点 

区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 割合 

肢体不自由 99 84 91 143 71 89 577 53.9 

視覚障害 20 20 1 5 7 4 57 5.3 

聴覚・平衡機能障害 5 22 11 18 1 23 80 7.4 

音声・言語機能障害 0 1 14 4 - - 19 1.7 

内部障害 197 4 47 88 - - 336 31.4 

合計 321 131 164 258 79 116 1,069 100.0 

割合 30.0 12.2 15.3 24.1 7.3 10.8 100.0  

 

 

  

2 .0 %

2 8 .5 %

6 .7 %

4 .4 %

4 1 .6 %

2 6 .1%

17 .5 %

2 2 .8 %

4 8 .6 %

7 6 .1%

7 .0 %

18 .6 %

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

0～17歳 18～3 9歳 4 0～6 4歳 6 5歳以上
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４ 療育手帳の障害程度別人数 

  療育手帳の障害程度別の状況をみると、A（重度）、B2（軽度）が多く、ともに約４割となっ

ています。 

単位：人、％／令和５年３月末時点 

手帳所持者数 A(重度) B1(中度) B2(軽度) 合計 

人数 122 59 117 298 

割合 40.9 19.7 39.2 100.0 

 

 

５ 精神障害者保健福祉手帳の等級別人数 

  精神障害者保健福祉手帳の等級別の状況をみると、２級が約５割と最も多く、次に 3 級が約４

割５分となっています。 

単位：人、％／令和５年３月末時点 

手帳所持者数 1 級 2 級 3 級 合計 

人数 26 186 175 387 

割合 6.7 48.0 45.2 100.0 

 

 

６ 障害支援区分の認定者数 

  障害支援区分の認定者の状況をみると、障害別では、知的障害が６割弱と最も多くなっていま

す。また、区分別では、より支援が必要とされる区分５～６の認定者は全体の約４割となってい

ます。 

単位：人、％／令和５年３月末時点 

区分 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 割合 

身体障害 0 1 5 1 0 16 23 12.1 

知的障害 3 15 13 22 22 33 108 57.1 

精神障害 1 31 15 8 2 1 58 30.6 

難病 0 0 0 0 0 0 0 0.0 

合計 4 47 33 31 24 50 189 100.0 

割合 2.1 24.8 17.4 16.4 12.6 26.4 100.0  
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12 

 

第３章 障害者計画の基本方針 
第３章 計画の基本方針 

１ 基本理念 

ともに いきるために 

「障害者基本法」の目的にある「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格

と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」との理念を踏まえ、障害者が自立し、尊厳と

生きがいをもち、地域の一員として安心して暮らすことができるまちをめざして、「第１次島

本町障害者計画」から続く基本理念である「ともに いきるために」を継承します。 

 

２ 基本目標 

１ 思いやりと支え合いの地域共生社会をつくる 

障害者への理解を深め、差別解消や権利擁護、虐待防止を図る取組とともに、地域で互い

に支え合い、助け合う環境づくりを進めることで、共生の地域社会の実現をめざします。 

２ 生活の基礎となる健康の保持・増進を支援する 

住民主体の健康づくりを促進するとともに、保健・医療サービスの充実を図り、生活の基

礎となる健康の保持・増進を支援します。 

３ 子どもたちの育ちと学びを支援する 

乳幼児期から就学期までの障害のある児童に対し、療育・保育・教育の充実を図り、子ど

もたちがすこやかに成長するための切れ目のない支援を行う体制づくりを進めます。 

４ 必要なサービスを確保し、地域での暮らしを支援する 

相談支援、住まいや活動の場の確保、福祉サービスの充実等により、障害者の地域生活を

支援します。 

５ 就労と社会参加を支援する 
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障害者が社会の一員として働き、さまざまな活動に参加し、生きがいをもって生活できる

環境づくりを進めます。 

６ 安全・安心で、すべての人にやさしいまちをつくる 

情報提供や意思疎通支援、バリアフリー化等の生活環境の整備、防災・防犯対策等の充実

を図り、地域で安全に安心して生活できる環境づくりを進めます。 
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３ 施策体系 

基本目標 施策区分 基本施策 

【基本目標１】 

思いやりと支え合

いの地域共生社会

をつくる 

１ 障害者への理解 

(1) 啓発・交流の充実 

(2) 福祉教育の推進 

２ 権利擁護 (1) 差別解消・権利擁護・意思決定支援の推進 

３ 地域福祉 

(1) 地域福祉のネットワークづくり 

(2) 福祉ボランティア活動の推進 

【基本目標２】 

生活の基礎となる

健康の保持・増進を

支援する 

１ 保健 

(1) 保健サービスの充実 

(2) 健康づくり・リハビリテーションの支援 

２ 医療 

(1) 医療提供体制の充実 

(2) 医療費の助成 

(3) 医療的ケアへの支援 

３ 心の健康 (1) 心の健康づくりと地域包括ケアの推進 

【基本目標３】 

子どもたちの育ち

と学びを支援する 

１ 療育・保育・幼児教育 

(1) 療育支援体制の充実 

(2) 保育・幼児教育の充実 

２ 学校教育 

(1) 学校教育の充実 

(2) 放課後・休日活動への支援 

【基本目標４】 

必要なサービスを確

保し、地域での暮ら

しを支援する 

１ 相談支援 (1) 相談支援体制の整備 

２ 生活支援 

(1) 支援・サービス向上のための取組 

(2) 地域生活を支援する福祉サービスの充実 

(3) 住まいの場の確保 

(4) 経済的な支援 

【基本目標５】 １ 雇用・就労 (1) 雇用促進・就労支援の充実 
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就労と社会参加を

支援する 

(2) 福祉的就労の場の確保 

２ 生きがい・社会参加 

(1) スポーツ・文化活動の促進 

(2) 生涯学習の推進 

(3) 当事者活動への支援 

(4) 行政への参画 

【基本目標６】 

安全・安心で、すべ

ての人にやさしい

まちをつくる 

１ 情報・意思疎通支援 

(1) 情報提供の充実 

(2) 意思疎通支援の充実 

２ 生活環境の整備 

(1) 福祉のまちづくり 

(2) 外出・移動の支援 

(3) 交通安全対策の推進 

３ 安全の確保 

(1) 災害時・緊急時の支援体制の充実 

(2) 防犯・消費者保護対策の推進 
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第４章 施策の展開 
 第４章 施策の展開 
 

本計画の基本理念・基本目標を実現するため、施策体系に従い、取組を進めます。 

 基本目標１ 思いやりと支えあいの地域共生社会をつくる 

基本目標１ 思いやりと支え合いの地域共生社会をつくる 

１ 障害者への理解 

障害のある人もない人も、誰もが思いやり、認め合い、支え合って、ともに生きる地域社会を

実現するため、障害や障害者への理解を深めるための啓発や交流をはじめ、学校での福祉教育の

推進など福祉に関する意識を高める教育・研修等の取組を進めます。 

 

■令和５年度アンケート結果より  

○障害や障害者に対する理解を深め、差別や偏見をなくすために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）啓発・交流の充実 

【現状と課題】 

◆ 障害者週間を中心に、障害者に関する理解を深めるための啓発・交流事業を実施しています。

また、心の健康や障害者差別解消法に関する講演会・研修会を開催しています。 

◆ 今後は、令和２(2020)年度からのコロナ禍において中止・縮小していた啓発活動やイベント、

 

2 7 .1

14 .7

7 9 .1

3 4 .9

4 .7

4 .7

3 2 .6

6 .2

14 .7

3 .9

1 .6

3 1 .0

10 .5

4 2 .9

2 3 .9

7 .0

14 .7

2 0 .4

7 .7

19 .1

5 .4

16 .3

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

広報誌やホームページでの啓発

講演会や学習会の開催

学校での福祉教育

障害のある人とない人の交流の場

福祉施設の地域住民への開放

福祉ボランティアの育成

外出支援や就労支援など、障害者の社会参加の促進

スポーツや文化、サークル活動など、障害者の活動のＰＲ

施設などのバリアフリー化を進める

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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研修等について、活性化や見直しを図り、さまざまなイベント・事業を活用して啓発・交流の充

実を図っていくことが必要です。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 広報等による 

啓発活動の推進 

⚫ 障害や障害者に関する住民の正しい理解と認識を深めるた

め、広報誌・ホームページ・SNS・冊子等の各種広報媒体

を活用した啓発活動を展開します。 

⚫ 講演会や研修会、イベント等により、障害や障害者の理解

を深めるための啓発を行います。 

福 祉 推 進 課 

② 障害者週間 

啓発事業の実施 

⚫ 毎年12月の「障害者週間」に、関係団体・機関の参加のも

と、街頭啓発やイベント等の啓発を行います。 

福 祉 推 進 課 

③ 交流機会の充実 

⚫ イベントの開催や障害者施設の開放等により、障害のある

人とない人の交流の場や機会の充実を図ります。 

福 祉 推 進 課 

 

（２）福祉教育の推進 

【現状と課題】 

◆ 保育所（園）、幼稚園、小・中学校において、障害者・高齢者との交流や福祉体験活動等、福

祉に関する教育・啓発を行うとともに、町職員・教職員等に対する研修を実施しています。 

◆ 平成28(2016)年度からの「障害者差別解消法」の施行に伴い、差別的取扱いの禁止や合理的配

慮の提供等に関する町職員の「対応要領」に基づき、職員への研修を実施しています。 

◆ 今後も、福祉教育や職員研修の充実に努め、福祉意識の醸成、職員の資質向上を図ることが重

要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 学校等での福祉 ⚫ 保育所（園）、幼稚園、小・中学校において、障害や障害者 子育て支援課 
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教育の推進 への理解や認識を深め、福祉意識を醸成するための教育・

啓発活動に取り組みます。 

教 育 推 進 課 

② 町職員に対する 

研修の実施 

⚫ 町職員に対し、人権を尊重し、障害や障害者に関する正し

い知識や、窓口やサービスにおける合理的配慮の提供等の

適切な対応を身につけるための研修を行います。 

⚫ 大阪府等が実施する障害者福祉に関する各種研修を受講

し、福祉担当職員の資質の向上を図ります。 

人権文化センター  

福 祉 推 進 課 

③ 教職員に対する 

研修の実施 

⚫ すべての教職員が障害児の教育に関する理解を深められる

よう努めます。 

⚫ 障害児の指導に関わる教職員の資質の向上を図ります。 

教 育 推 進 課 
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２ 権利擁護 

障害者が地域で安心して、尊厳をもって生活していくためには、差別や権利侵害・財産侵害、

虐待等を防止し、障害特性に応じた合理的配慮の提供に努めながら、日常生活や福祉サービス利

用等を支援するとともに、障害者の自己決定を尊重し、意思決定の支援に配慮することが重要で

す。 

 

■令和５年度アンケート結果より  

○障害があることで差別をされたり、嫌な思いをしたりした経験  

 

 

 

 

 

 

 

○合理的配慮の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）差別解消・権利擁護の推進 

【現状と課題】 

◆ 国においては、「障害者差別解消法」、「障害者虐待防止法」、「成年後見制度利用促進法」の施

行等、障害者の権利擁護のための取組を強化しています。本町においても、各法に基づき、関係

機関との連携を強化し、さらなる体制の整備や、合理的配慮の認知度を高めるなどの周知・啓発

を行う必要があります。 

8 .6

16 .3

14 .9

2 2 .5

5 1 .5

3 8 .8

11 .5

2 0 .9

13 .5

1 .6

0 % 2 5 % 5 0 % 7 5 % 10 0 %

18歳以上（n = 7 7 1）

18歳未満（n = 12 9 ）

現在もある 過去にはあった ない わからない 不明・無回答

10 .0

3 4 .1

17 .6

3 6 .4

6 4 .9

2 8 .7

7 .5

0 .8

0 % 2 5 % 5 0 % 7 5 % 10 0 %

18歳以上（n = 7 7 1）

18歳未満（n = 12 9 ）

名前も内容も知っている 名前を聞いたことはあるが、内容は知らない 名前も内容も知らない 不明・無回答
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 障害者差別解消

への取組の推進 

⚫ 障害を理由とした差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供

について、地域住民や企業・団体等への周知・啓発に努め

ます。 

⚫ 関係機関と連携し、障害を理由とする差別に関する情報の

収集や共有、相談への適切な対応、課題解決に向けた検討

や調整を行うなど、差別を解消するための体制整備や取組

を進めます。 

福 祉 推 進 課 
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個別施策 取組内容 所管課 

② 日常生活自立支

援事業の活用 

⚫ 社会福祉協議会が行う「日常生活自立支援事業」（みまもー

る）により、知的障害者・精神障害者・認知症高齢者等の

うち判断能力が十分でない人が地域で自立した生活が送れ

るよう、利用者との契約に基づき、金銭管理の支援、福祉

サービスの利用援助等を行い、障害者の自己決定の尊重と

意思決定の支援に努めます。 

福 祉 推 進 課 

③ 成年後見制度の

利用支援 

⚫ 申立ての支援や後見人等の報酬助成により、知的障害者・

精神障害者・認知症高齢者等のうち判断能力が十分でない

人の成年後見制度利用を支援します。 

⚫ 成年後見制度の啓発を行うとともに、「法人後見」や「市民

後見人」の活用等、成年後見制度を利用しやすくするため

の体制整備について検討します。 

福 祉 推 進 課 

高 齢 介 護 課 

④ 障害者虐待防止

対策の推進 

⚫ 虐待の防止・早期発見・早期対応を図るため、関係機関と

密接に連携しつつ、相談・通報への対応、調査・指導等を

適切に行います。 

⚫ 虐待防止のための啓発や研修を行います。 

福 祉 推 進 課 

 

３ 地域福祉 

互いに支え合い、助け合う地域社会をつくるため、地域に関わるさまざまな機関・団体のネッ

トワークづくりや、ボランティア活動・交流活動の推進、重層的支援体制の整備等、地域福祉の

推進に取り組みます。 

 

（１）地域福祉のネットワークづくり 

【現状と課題】 
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◆ 社会福祉協議会を中心とした小地域ネットワーク活動、民生委員・児童委員による地域での相

談・見守り等を行っています。 

◆ 社会福祉法の改正により、障害者、高齢者、子ども、ひとり親家庭、生活困窮、ひきこもりな

ど、地域のさまざまな支援ニーズに対応する、属性や世代を問わない包括的な相談支援体制（重

層的支援体制）の整備が求められています。 

◆ 今後、地域福祉計画との整合性に留意しつつ、重層的支援体制の構築など相談支援体制の強化

について検討を進める必要があります。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 小地域ネットワ

ーク活動の推進 

⚫ 小学校区単位で、社会福祉協議会（地区福祉委員会）が主

体となり、地域住民の参加と協力による小地域ネットワー

クを整備し、障害者や高齢者等に対する援助活動を推進し

ます。 

福 祉 推 進 課 

② 民生委員・児童

委員との連携 

⚫ 地域の障害者に対する相談・助言、見守り、関係機関への

つなぎ等を行う民生委員児童委員協議会の活動を支援し、

情報共有を密に行うとともに、障害者や家族と民生委員・

児童委員の交流など、民生委員・児童委員と連携した取組

を進めます。 

福 祉 推 進 課 

③ コミュニティソ

ーシャルワーカ

ーの配置 

⚫ コミュニティソーシャルワーカー（CSW）を配置し、地域

の障害者・高齢者・ひとり親家庭等への支援を行います。 

福 祉 推 進 課 

④ 重層的支援体制

の構築 

⚫ 各分野の関係機関と連携し、障害者・高齢者・子ども・ひ

とり親家庭・生活困窮・ひきこもりなど、地域の多様な支

援ニーズに対応する包括的な相談支援体制（重層的支援体

制）の構築に向けた検討を進めます。 

福 祉 推 進 課 

 

（２）福祉ボランティア活動の推進 

【現状と課題】 

◆ 社会福祉協議会ボランティアセンターを中心として、さまざまな福祉ボランティア活動が展開

されています。今後も、障害者のニーズを踏まえた支援内容の充実や人材育成に取り組む必要が

あります。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 福祉ボランティ

ア活動の推進 

⚫ 社会福祉協議会ボランティアセンターの運営を支援し、点

訳・手話・朗読・要約筆記・介助・傾聴など、さまざまな

福祉ボランティア活動を推進します。 

福 祉 推 進 課 

② 福祉ボランティ

アの養成 

⚫ 社会福祉協議会ボランティアセンターと連携し、各種福祉

ボランティアの養成やスキルアップのための研修活動を支

援します。 

福 祉 推 進 課 
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基本目標２ 生活の基礎となる健康の保持・増進を支援する 
 

１ 保健 

健康の保持・増進を図り、地域で安心していきいきと生活できるよう、保健サービスの充実と

ともに、住民主体の健康づくり活動を促進します。 

 

（１）保健サービスの充実  

【現状と課題】 

◆ 各種健診、保健指導、健康相談、健康教育等により、健康の保持・増進を支援しています。 

◆ 乳幼児については、障害の早期発見、早期治療・療育につなげるための体制整備とともに、保

護者に対する相談・指導の取組が重要です。 

◆ 成人については、生活習慣病を予防する取組が重要となります。 

 

■令和５年度アンケート結果より  

○発達の特徴に気づいたとき、すぐに相談できなかった理由（※18 歳未満のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 妊娠・出産期に ⚫ 妊娠・出産期における不安や経済的負担に対応するため、 すこやか推進課 

12 .3

7 0 .2

7 .0

8 .8

1 .8

3 .5

2 1 .1

1 .8

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

重要なこととは思わなかった（支障を感じなかった）

もう少し様子をみようと思った

相談先がわからなかった

仕事などで忙しかった

お子さんが嫌がった

家族や親戚が嫌がった

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 5 7 ）

（％）



27 

 

おける保健サー

ビスの充実 

両親教室（パパママクラス）、妊婦に対する健康相談・保健

指導、妊婦健診の公費負担等を行います。 

② 乳幼児期におけ

る保健サービス

の充実 

⚫ 乳幼児健診、経過観察健診の充実を図り、障害や疾病を早

期に発見し、保護者をフォローしながら適切な治療・療育

に結びつける体制の充実を図ります。 

⚫ 育児相談、低体重児を含む乳児家庭への全戸訪問等、乳幼

児及び保護者に対する相談・指導の充実を図ります。 

すこやか推進課 

③ 成人期における

保健サービスの

充実 

⚫ 生活習慣病等を予防するため、特定健診・特定保健指導や

各種がん検診等、健診・保健指導の充実を図ります。 

⚫ 成人に対する健康教育・健康相談の充実を図ります。 

⚫ 情報提供や意思疎通、介助への配慮・支援等、障害者が健

診や相談を受けやすい体制づくりに努めます。 

⚫ 各種予防接種や感染症対策に関する啓発・情報提供を行い

ます。 

すこやか推進課 

  

（２）健康づくり・リハビリテーションの支援 

【現状と課題】 

◆ 介護予防や健康の保持・増進を目的として、「いきいき百歳体操」・「かみかみ百歳体操」の普

及・啓発に取り組んでいます。また、ふれあいセンターでは「水中歩行訓練」を行っています。 

◆ 今後も、住民主体の健康づくり活動を推進することが重要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 
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個別施策 取組内容 所管課 

①健康づくり活動

の促進 

⚫ 「いきいき百歳体操」・「かみかみ百歳体操」等、住民主体

の健康づくり活動の普及・啓発を行います。 

⚫ 障害者・高齢者を対象とした「水中歩行訓練事業」を行い

ます。 

高 齢 介 護 課 

②在宅障害者に対

する健康管理の

支援 

⚫ 歯科相談・歯科健診等の口腔ケアや保健師による訪問指導

等、在宅障害者に対する健康管理の支援を行います。 

すこやか推進課 

福 祉 推 進 課 

③地域リハビリテ

ーションの推進 

⚫ 介護保険サービスの通所・訪問リハや介護予防・日常生活

支援総合事業を活用し、障害者や高齢者が身近な地域でそ

れぞれのニーズに応じた介護予防事業やリハビリテーショ

ンを受けることができるよう、体制の整備に努めます。 

高 齢 介 護 課 
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２ 医療 

地域で必要な医療を受けるための環境整備とともに、医療費の助成、医療的ケアを必要とする

人への支援等に取り組みます。 

 

■令和５年度アンケート結果より ○医療を受けるうえで困っていること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）医療提供体制の充実 

【現状と課題】 

◆ 医師会等と連携し、地域の医療体制の充実に取り組むとともに、外出介助やタクシー代の助成

により通院への支援を行っています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

12 .4

1 .6

2 .3

5 .4

4 .7

8 .5

7 .0

2 3 .3

5 .4

5 .4

3 .1

7 .0

4 7 .3

3 .9

13 .9

6 .1

9 .1

5 .2

4 .3

14 .5

7 .0

14 .7

13 .0

16 .5

3 .4

7 .9

3 .4

3 8 .1

8 .7

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

専門的な医療機関が近くにない

往診を頼める医師がいない

緊急時に受け入れてくれる医療機関が近くにない

リハビリをしてくれる医療機関が近くにない

病院に付き添ってくれる人がいない

通院の移動が困難

医師・看護師の説明や指示がよくわからない

医師・看護師に、自分の症状や思いをうまく伝えられない

医療費の負担が大きい

通院にかかる交通費の負担が大きい

医療相談の体制が不十分（相談先がわかりにく い）

医療ケアを行う家族、介助者の負担が大きい

その他

特に困っていることはない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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個別施策 取組内容 所管課 

①地域医療体制の

充実 

⚫ 医師会・歯科医師会等と連携し、障害者が必要な医療を地

域で受診しやすい体制づくりを進めます。 

⚫ かかりつけ医についての啓発に努め、医療機関マップの活

用により情報提供を行います。 

⚫ 往診・訪問診療、訪問看護等の在宅医療を受けやすい体制

づくりを進めます。 

⚫ 救急医療体制の整備・充実を図ります。 

すこやか推進課 

②障害者歯科診療

の充実 

⚫ 一般の歯科診療所では治療が難しい障害者（児）の歯科診

療を確保するため、近隣地域で歯科保健医療サービスが受

けられるよう、高槻市立総合保健福祉センター内の口腔保

健センターの周知を図り、利用を促進します。 

すこやか推進課 

③通院への支援 

⚫ 居宅介護（ホームヘルプサービス）の通院等介助により、

通院時の外出介助を行います。 

⚫ 重度障害者を対象に移送サービス（タクシー代助成）を実

施し、通院等にかかる交通費の軽減を図ります。 

福 祉 推 進 課 

 

（２）医療費の助成 

【現状と課題】 

◆ 「障害者総合支援法」に基づく自立支援医療として、「更生医療」及び「育成医療」の支給事

務、「精神通院医療」の受付・進達事務を行っています。その他、重度障害者等を対象とした「障

害者医療費助成制度」を行うほか、大阪府が実施する「特定医療費（指定難病）助成制度」等の

情報提供を行っています。 

◆ 難病者に対する国の医療費助成については、平成 27 年１月に施行された「難病の患者に対す
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る医療等に関する法律(難病法)」に基づき、「特定医療費（指定難病）助成制度」が開始され、難

病治療に対する医療費助成の対象疾病は、順次追加されて、令和３年 11 月１日時点では 338 疾

病に拡大しています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 自立支援医療の

実施 

⚫ 「障害者総合支援法」に基づく自立支援医療として、身体

障害者を対象とした「更生医療」、身体障害児を対象とした

「育成医療」、精神障害者を対象とした「精神通院」の支給

及び進達事務を行います。 

福 祉 推 進 課 

② 障害者・難病者

に対する医療費

助成制度の実施

と啓発 

⚫ 福祉医療費助成制度により、重度障害者等に対する医療費

助成を行います。 

⚫ 保健所と連携し、大阪府が実施する「特定医療費（指定難

病）助成制度」、「小児慢性特定疾病医療費助成制度」の周

知・啓発を行います。 

福 祉 推 進 課 

  

（３）医療的ケアへの支援 

【現状と課題】 

◆ 令和３(2021)年に施行された「医療的ケア児支援法」では、国・地方公共団体・保育所や学校

の設置者の責務を定め、医療的ケア児の生活を社会全体で支援することとしています。 

◆ 日常生活用具給付事業として、たん吸引器・パルスオキシメーター・ストーマ装具・人工呼吸

器用バッテリー等、医療的ケアを行うための機器・消耗品の給付を行っています。 

◆ 町内の保育・教育施設（保育所・幼稚園・学校）では、必要に応じて看護師等を配置し、医療

的ケアが必要な児童の受け入れを行っています。 

◆ 医療的ケアに対応できる福祉サービス事業所を確保するため、町独自制度として、医療的ケア



32 

 

対応に係る特別加算制度（日中一時支援事業）、事業所職員を対象とした喀痰吸引等研修費補助

制度を実施しています。喀痰吸引等研修費補助の申請実績は近年なく、医療ケアに対応できる従

事者・事業所の確保が課題となっています。 

◆ 「障害福祉計画（障害児福祉計画）」では、医療的ケアが必要な児童を支援するための関係機

関による「協議の場」の設置や、支援調整を行う「コーディネーター」の配置が目標として設定

されています。協議の場は令和５(2023)年度に設置しており、今後、コーディネーターの運用つ

いて関係機関と協議・検討を進めていく必要があります。  
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■令和５年度アンケート結果より  ○現在受けている医療ケア（※特になしを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 医療的ケアが必

要な児童への支

援体制の整備 

⚫ 関係機関による協議の場や支援を調整するコーディネータ

ーを活用し、医療的ケアが必要な児童のサービス利用や学

校生活・地域生活を支援するための調整や検討を行います。 

福 祉 推 進 課 

② 在宅での医療的

ケアに対する支

援 

⚫ 医療的ケアを行うための機器や消耗品の給付等、自宅で医

療的ケアを行う障害者への支援を行います。 

福 祉 推 進 課 

③ 福祉サービス利

用に対する支援 

⚫ 関係事業所への働きかけや、補助・加算制度の活用により、

医療的ケアを必要とする障害者（児）に対応できる福祉サ

ービス事業所の確保に努めます。 

福 祉 推 進 課 

④ 学校等での医療

的ケアに対する

支援 

⚫ 医療的ケアを必要とする児童の学校・保育施設等の利用を

支援するため、必要な設備や人員の確保等、受け入れ体制

の充実に努めます。 

子育て支援課 

教 育 総 務 課 

2 .3 （3人）

0 .8 （1人）

2 .3 （3人）

1 .6 （2人）

1 .6 （2人）

1 .6 （2人）

0 .0 （0人）

0 .0 （0人）

0 .0 （0人）

7 .8 （10人）

4 .7 （6人）

1 .0 （8人）

0 .8 （6人）

0 .9 （7人）

0 .4 （3人）

1 .3 （10人）

0 .8 （6人）

5 .3 （4 1人）

3 .0 （2 3人）

3 .2 （2 5人）

9 .7 （7 5人）

11 .8 （9 1人）

0 5 10 15

吸引

吸入

気管切開部の管理

人工呼吸器の管理

経管栄養（経鼻栄養、胃ろう、腸ろう ）

在宅酸素療法

透析

インシュリン注射

ストーマ（人工肛門・人工ぼうこう ）

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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３ 心の健康 

心の病、心の健康、精神保健福祉に関する啓発や相談、社会参加のための取組を進めます。 

 

（１）心の健康づくりと地域包括ケアの推進 

【現状と課題】 

◆ 心の健康や精神保健福祉に関する啓発を行うとともに、保健所や相談支援事業所等と連携し、

当事者や家族に対する相談支援を行っています。また、町グループワークの開催や福祉サービス

の提供により、社会参加を支援しています。 

◆ 令和３(2021)年度から、大阪府、茨木保健所、医療機関、事業所等の参画のもと、精神障害者

にも対応した地域包括ケアシステムの「協議の場」を開催し、医療・福祉・住まい・就労・地域

の助け合い等が包括的に確保された地域づくりに向けた協議を重ねています。 

◆ 地域福祉計画と一体的に策定している「自殺対策計画」に基づき、地域の関係機関が連携して、

啓発や心の健康づくり等の取組をさらに進めていくことが求められています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 心の健康に関す

る啓発の充実 

⚫ 保健所等の関係機関と連携し、講座や広報等により、心の

健康や心の病、精神保健福祉に関する啓発を行います。 

福 祉 推 進 課 

② 自殺予防対策の

推進 

⚫ 自殺対策計画に基づき、関係機関との連携のもと、うつ病

等の心の病や心の健康に関する啓発、広報誌・SNS 等を通

じた悩みを抱える人の専門相談窓口の周知等を行い、自殺

予防対策を推進します。 

福 祉 推 進 課 

③ 精神障害者への

相談・支援体制

の充実 

⚫ 保健所や相談支援事業所等と連携し、心の健康や精神保健

福祉に関する相談体制の充実に努めます。 

⚫ 精神障害者が地域の一員として自分らしい暮らしを送れる

福 祉 推 進 課 
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よう、精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの協

議の場を開催し、包括的な相談体制の充実や連携強化に努

めます。 

④ 精神障害者の社

会参加の促進 

⚫ 精神障害者の集いの場として町グループワークを開催し、

レクリエーションや交流等を行います。 

⚫ 障害のある当事者や家族による自主的な活動を支援しま

す。 

福 祉 推 進 課 

 

 

 基本目標３ 子どもたちの育ちと学びを支援する 
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基本目標３ 子どもたちの育ちと学びを支援する 

１ 療育・保育・幼児教育 

支援を必要とする子どもが、身近な地域で、専門的な療育や特性に配慮した保育等を受けられ

るよう、福祉・子育て・保健・教育等の各分野が連携して、切れ目のない支援体制の整備に取り

組みます。 

 

■令和５年度アンケート結果より 

○障害のある子どもへの保育・教育・療育で充実してほしいこと 

（※18 歳未満のみ 通学・通園者が回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）子育て・療育支援体制の充実 

【現状と課題】 

◆ 町内の児童発達支援事業所は増加しており、利用者も増えていますが、「障害福祉計画（障害

児福祉計画）」で目標とする「児童発達支援センターの設置」は達成できていません。今後、町

内事業所の連携による面的整備も視野に、検討を進める必要があります。 

◆ 「子育て世代包括支援センター」を令和２(2020)年 10 月にふれあいセンター内に設置し、妊

娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行っています。専門的な療育事業については、発

2 1 .4

2 8 .6

7 .1

3 4 .1

5 3 .2

5 7 .1

5 0 .8

3 4 .1

4 7 .6

4 2 .9

4 7 .6

5 4 .0

6 9 .0

5 4 .0

1 .6

1 .6

2 .4

0 2 0 4 0 6 0 8 0

通学・通園の移動の支援

学校・園内での介助

学校・園の施設のバリアフリー化

障害のある児童とない児童が一緒に学習・活動する体制の整備

就学や進路に関する相談・指導

能力や障害に応じた指導

日常生活に役立つ指導

就職に役立つ指導

専門的な療育を受ける場の確保

放課後や休日にすごす場の確保

療育機関や支援学校（学級）に関する情報の提供

保育・教育・福祉の各機関の連携

教員・職員の障害への理解

他の児童や保護者の障害への理解

その他

特にない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 6 ）

（％）
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達に課題を抱えた乳幼児を対象に、「乳幼児療育支援事業（ポニーの教室・きらきら相談・こと

ばの相談）」、「幼児教室」等の療育・相談事業を実施しています。 

◆ 今後も、関係部局・機関の連携により、専門的な療育の場を確保し、子どもの成長に合わせた

総合的な相談・支援体制を構築していく必要があります。 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①障害児通所支援

サービスの充実 

⚫ 関係事業所と連携し、児童発達支援・保育所等訪問支援の

サービス提供体制の充実に努めるとともに、「児童発達支援

センター」の確保に向けた取組を進めます。 

福 祉 推 進 課 

②児童と保護者に

対する相談・支

援体制の充実 

⚫ 妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じ

る伴走型相談支援など、関係部局・関係機関の連携のもと、

療育やサービス利用、学校生活・地域生活を切れ目なくサ

ポートするための相談支援体制の充実を図ります。 

⚫ 保護者への相談や情報提供の充実を図るとともに、保護者

同士の交流や情報交換の場・機会の提供を行うなど、保護

者への支援に努めます。 

福 祉 推 進 課 

すこやか推進課

子育て支援課 

教 育 推 進 課 

③乳幼児に対する

療育支援事業の

実施 

⚫ 発達に課題のある乳幼児と保護者を対象に、小集団による

療育や、相談・指導を行います。 

すこやか推進課 
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個別施策 取組内容 所管課 

④療育支援に関す

る連携の強化 

⚫ 福祉・子育て・保健・教育等の各分野が関わる療育支援に

ついて、庁内関係部局や関係機関との連携を強化し、情報

の交換や療育支援の充実に向けた検討・調整等を行います。 

福 祉 推 進 課 

すこやか推進課

子育て支援課 

教 育 推 進 課 

 

（２）保育・幼児教育の充実 

【現状と課題】 

◆ 保育所（園）では、発達上の理由から支援が必要な児童について、発達相談員など専門職員に

よるスーパーバイズを受けながら、加配や必要な支援等を行う「支援保育」を実施しています。 

◆ 幼稚園においても、平成29年度から、保護者の申し込みにより加配等を行う「キッズサポート」

制度を実施しています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 保育所（園）で

の支援保育の充

実 

⚫ 保育所（園）において、支援を必要とする児童が適切な保

育を受けられるよう、受け入れ体制の整備、職員の資質向

上、保育内容の充実等に取り組みます。 

子育て支援課 

② 幼稚園での支援

教育の充実 

⚫ 幼稚園において、保育所（園）や小学校との連携を図りな

がら、支援を必要とする児童の受け入れ体制の整備、職員

の資質向上、教育内容の充実等に取り組みます。 

子育て支援課 
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２ 学校教育 

支援を必要とする子どもが、その能力や可能性を伸ばし、すこやかに成長していくため、教員・

職員の障害への理解啓発を進めるとともに、地域社会への参加やインクルージョンを推進し、

個々の特性やニーズに配慮したきめ細やかな教育や社会参加支援を行います。 

 

（１）学校教育の充実 

【現状と課題】 

◆ 小・中学校と教育センターが連携し、就学や進路の指導、支援教育の充実のための取組を進め

ています。また、教育相談・発達相談等の相談支援を行っています。 

◆ 今後も、個別の教育支援計画や指導計画を踏まえた指導の充実や相談支援体制の充実に取り組

む必要があります。 

 

■令和５年度アンケート結果より 

○学校教育終了後の不安（※18 歳未満のみ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①就学指導の充実 

⚫ 一人ひとりの実態に即した就学を進めるため、児童・保護

者のニーズの把握に努め、適切な就学相談・指導を行いま

す。 

教 育 推 進 課 

5 7 .4

2 9 .5

3 6 .4

2 2 .5

11 .6

2 0 .9

3 .1

6 .2

2 0 .2

0 2 0 4 0 6 0 8 0

会社・役所などに就職することについて

職業訓練機関で個人の能力や技能を高められるかどうか

就労に向けて専門機関の支援を受けられるかどうか

障害の特性に応じた福祉施設などに通所できるかどうか

レクリエーション・学習活動を行う施設を活用できるかどうか

希望する入所施設に入所できるかどうか

その他

特にない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

（％）
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個別施策 取組内容 所管課 

②教育相談機能の

充実 

⚫ 教育センターにおいて、保護者や児童生徒に対する「教育

相談」、「発達相談」を行います。 

⚫ 教育センター、小・中学校にスクールカウンセラーを配置

します。 

⚫ 小・中学校、幼稚園、保育所（園）への巡回相談を行いま

す。 

教 育 推 進 課 

③支援教育の充実 

⚫ 島本町支援教育研究協議会を中心に、小・中学校における

支援教育の研究・研修を行うとともに、個別の教育支援計

画・指導計画を活用した指導の充実を図ります。 

⚫ 「支援学級」の教育内容の充実を図るとともに、障害の程

度に応じ、適切に教職員・介護員等を配置します。 

⚫ 通常学級に在籍する障害のある児童生徒を対象とした「通

級指導教室」により、個別指導の充実を図ります。 

教 育 推 進 課 

④進路指導の充実 

⚫ 卒業後の進学や社会的自立を促すため、福祉・雇用分野や、

支援学校との連携を図り、進路指導とアフターケアを行い

ます。 

⚫ 幅広い進路選択を可能にするため、早い時期からさまざま

な機会を通じて説明や情報提供を行うとともに、各中学校

の実態に合わせた職業学習の取組を実施します。 

教 育 推 進 課 

⑤学校施設のバリ

アフリー化 

⚫ 小・中学校において、障害のある児童生徒が安全かつ快適

に学校生活がおくれるよう、施設・設備の改善やバリアフ

リー化に努めます。 

教 育 総 務 課 
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（２）放課後・休日活動への支援 

【現状と課題】 

◆ 学童保育室では、障害者手帳を所持しているなど支援が必要な児童については、小学校６年生

までの受け入れを実施しているほか、保護者の申込みによる「サポート保育」を実施しています。 

◆ 「放課後等デイサービス」の町内事業所は、現在６か所となっています。利用希望者は増加を

続けており、近隣自治体の事業所も含めて、利用者の増加に対応しています。 

◆ 学童保育や福祉サービス以外に、放課後や休日をすごすその他の「居場所」についても、引き

続き検討や情報収集を図りながら、情報提供を充実することが求められます。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 学童保育室での

サポート保育の

充実 

⚫ 学童保育室において、支援を必要とする児童生徒が適切な

保育を受けられるよう、受け入れ体制の整備、職員の資質

向上、保育内容の充実等に取り組みます。 

子育て支援課 

② 放課後・休日活

動を支援する福

祉サービスの提

供 

⚫ 放課後等デイサービスにより、就学児童に放課後・休日の

活動の場を提供するとともに、町内事業所のサービス向上

や連携強化に向けた取組を支援します。 

⚫ 日中一時支援事業、短期入所（ショートステイ）の提供体

制の充実を図り、放課後・休日における居場所の確保を支

援します。 

⚫ 移動支援事業（ガイドヘルプサービス）により、放課後や

休日の外出を支援します。 

福 祉 推 進 課 

③ その他の居場所

の確保に向けた

⚫ イベントやサークル、教室など、休日・放課後に過ごし、

活動するその他の居場所について、関係機関・団体と連携

福 祉 推 進 課 

教 育 総 務 課 
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取組 し、情報収集や検討、保護者への情報提供等に努めます。 
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基本目標４ 必要なサービスを確保し、地域での暮らしを支援する 

基本目標４ 必要なサービスを確保し、地域での暮らしを支援する 

１ 相談支援 

  地域で自立した生活をおくるためには、福祉サービス・制度の適切な利用を支える相談支援の

充実が重要です。障害者や家族が安心して、気軽に利用でき、適切な支援を行う相談支援体制の

整備に取り組みます。 

 

（１）相談支援体制の整備 

【現状と課題】 

◆ 障害者への総合相談については、平成27(2015)年度から役場内に「基幹相談支援センター」を

設け、福祉専門職の町職員による対応を行っています。また、令和元(2019)年度に開設した「地

域生活支援拠点等施設（地域福祉支援センター島本）」においては、一般相談支援事業（地域移

行支援・地域定着支援を含む）のほか、特定相談支援事業、障害児相談支援事業を実施し、幅広

い相談支援事業を展開しています。 

◆ 今後は、障害者・高齢者・子ども・ひとり親家庭・生活困窮・ひきこもりなど、地域の多様な

支援ニーズに対応するため、属性や世代を問わない包括的な相談支援体制（重層的支援体制）の

整備を進めていく必要があります。 

◆ サービス等利用計画の作成については、町内の通所施設等を特定相談支援事業所・障害児相談

支援事業所に指定して対応していますが、プラン作成率の向上に取り組む必要があります。 

 

■令和５年度アンケート結果より 

○現在の生活で困っていることや不安に思っていることで、相談したいこと 

 

 

 

 

 

 

 

2 0 .9

18 .6

15 .5

3 .9

17 .1

7 .8

10 .1

14 .7

6 5 .9

3 1 .8

9 .3

3 5 .7

16 .3

13 .2

1 .6

1 .6

7 .0

0 .0

4 2 .4

3 8 .4

2 3 .7

12 .2

9 .3

15 .0

10 .0

15 .7

10 .5

4 .5

4 .3

7 .1

2 3 .5

6 .7

1 .6

18 .8

3 .8

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

自分（お子さん）の健康や治療のこと

家族（介助者）の健康状態や高齢化

生活費などの経済的なこと

介助・介護のこと

福祉サービスの利用

家事（調理・洗濯・掃除）のこと

住まい、生活の場のこと

外出・移動のこと

就学や進学のこと

仕事や就職のこと

地域の人間関係

学校・職場・施設内の人間関係

情報入手やコミュニケーション

緊急時や災害時の対応

相談できる人がいないこと

その他

特にない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 総合的な相談支

援体制の充実 

⚫ 地域生活支援拠点等施設、基幹相談支援センターを中心と

して、さまざまな障害や年齢層に対応した総合的な相談支

援体制の構築を進めます。 

⚫ 障害・高齢・子ども・生活困窮など、地域の多様な支援ニ

ーズに対応する重層的支援体制の構築など相談支援体制の

強化について検討を進める必要があります。 

福 祉 推 進 課 

② 障害者相談支援

事業の充実 

⚫ 地域生活支援拠点等施設、基幹相談支援センター、その他

の関係機関・事業所との連携を強化し、相談支援の充実に

努めます。 

福 祉 推 進 課 

③ サービス等利用

計画の作成体制

の充実 

⚫ 特定相談支援・障害児相談支援について、作成事業所の確

保、制度や事業所の周知などにより、プラン作成率及び質

的向上に努めます。 

福 祉 推 進 課 

④ 病院・入所施設

からの地域移行

の促進 

⚫ 関係事業所と連携し、ひとり暮らしやグループホーム利用

の体験機会の提供、緊急時の受け入れや相談支援等の体制

を整備するとともに、町内でのグループホーム確保に向け

た取組を支援し、長期入院・入所からの地域移行を促進し

ます。 

⚫ 長期入院・入所者への意向調査、病院・施設への働きかけ

などにより、地域移行を希望する対象者の把握・掘り起こ

しに努めます。 

福 祉 推 進 課 

 

２ 生活支援 

障害者の地域生活を支援するため、ニーズや障害特性に応じた福祉サービスを提供するととも
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に、日常生活の基盤となる住まい・日中活動の場の確保や就労支援に努めるなど、総合的な生活

支援の体制づくりに取り組みます。 

■令和５年度アンケート結果より  ○障害者が地域で生活するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）支援・サービス向上のための取組 

【現状と課題】 

◆ 障害福祉サービス等事業所と町で構成する「島本町障害者地域自立支援協議会」においては、

情報の共有やイベントの企画等を行っていますが、専門部会での諸課題の検討等には取り組めて

いません。今後は、専門部会の拡充・再編を図り、地域課題の解決や支援の充実に向けた検討や

調整を行っていく必要があります。 

◆ 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの協議の場を開催し、行政と事業所、事業所間

の連携、困難ケースの検討等を行っています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 島本町障害者地 ⚫ 「島本町障害者地域自立支援協議会」の機能の強化と活動 福 祉 推 進 課 

2 8 .7

7 .0

2 5 .6

3 0 .2

4 0 .3

5 7 .4

6 1 .2

5 4 .3

7 2 .9

5 9 .7

4 8 .8

5 0 .4

5 1 .2

2 .3

7 .8

0 .8

5 1 .6

2 5 .8

2 2 .4

4 7 .7

18 .7

3 2 .0

3 0 .2

5 7 .6

5 6 .9

3 6 .3

2 6 .7

3 5 .0

5 2 .7

4 .0

4 .2

2 .7

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

必要な「在宅サービス」（ホームヘルプサービスなど）が利用できること

自宅や地域の施設などで「医療ケア」（たん吸引など）が受けられること

障害のある方が支援を受けながら共同生活を行う「グループホーム」の整備

いざというときに「短期入所」（ショートステイ）が利用できること

一人ぐらしやグループホーム入居に向けた訓練や体験ができること

日中に、自宅以外の場所で活動できる場（通所施設など）があること

「働く 場」や、就労収入（給料・工賃）が確保されること

生活に必要な費用の負担が軽く なること

必要なときに生活やサービス利用に関する相談ができること

地域の人たちの障害への理解があること

お金の管理や契約手続きへの支援が受けられること

家族や親族の援助や理解があること

災害時や緊急時に支援があること

その他

特に必要なことはない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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域自立支援協議

会の充実・強化 

の充実を図り、地域移行・就労支援・権利擁護・障害児支

援等、地域のさまざまな課題の解決を図るため、専門部会

等での検討や調整を行います。 

② 福祉サービス従

事者の確保・定

着と資質向上 

⚫ 関係機関と連携し、専門性を高めるための研修の実施や障

害福祉の現場の魅力を積極的に発信する周知・啓発を行う

など、サービス従事者の養成やスキルアップに取り組みま

す。 

⚫ 障害福祉サービス等事業所において、事業者間の情報交

換・共有等の推進や、第三者評価の実施等による、サービ

スの質の向上及び適正な運営を促進します。 

⚫ 「島本町障害者地域自立支援協議会」を活用し、行政と事

業者、事業所間の連携、困難ケースの検討を行う場を確保

します。 

福 祉 推 進 課 

 

（２）地域生活を支援する福祉サービスの充実 

【現状と課題】 

◆ 引き続き、「地域生活支援拠点等施設」の機能を十分に活用し、町内事業所との連携により、

障害者の地域生活をサポートする体制をさらに強化していくことが求められています。 

◆ 重度障害者等のサービス利用を促進・支援するため、町独自制度で、生活介護事業所への重度

重複障害者支援補助、短期入所事業所への職員を複数配置した場合の補助、各事業所への喀痰吸

引等研修費補助、日中一時支援事業所への医療的ケア対応加算を実施しています。 

◆ 高齢の障害者に対するサービスについては、主に介護保険制度により対応しています。対象者

への介護サービス・介護予防サービス制度の周知のほか、障害福祉サービスからの円滑な移行や

併用等についての相談支援や調整が必要です。 
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◆ 平成 30(2018)年度からの「介護保険法」等の改正により、介護サービスと障害福祉サービス

を一体的に提供する「共生型サービス」が開始していますが、町内には共生型サービスを提供す

る事業所はなく、必要に応じて各事業所への働きかけを行うことが必要です。 

◆ 平成 25 年度の「障害者総合支援法」の施行により、難病者の障害福祉サービス等の利用が可

能となっています。サービス利用の対象疾病も順次拡大され、令和３(2021)年 11 月時点で 366

疾病となっています。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①地域生活支援拠

点等施設の活用 

⚫ 通所機能と短期入所・相談支援機能等を併せ持ち、地域生

活支援の中核となる「地域生活支援拠点等施設」を活用し、

障害者へのサポート機能の強化を図ります。 

⚫ 拠点施設においては、相談、ひとり暮らしやグループホー

ムの利用に向けた宿泊体験、緊急時の受け入れ、サービス

利用のコーディネート等の機能により、障害者（児）の地

域生活を支援します。 

福 祉 推 進 課 

②障害福祉サービ

スの充実 

⚫ 関係機関・事業所の連携のもと、障害福祉計画に基づき、

障害福祉サービスの提供体制の充実を図ります。 

⚫ 各サービス事業所において、重症心身障害や強度行動障害、

医療的ケアを必要とする重度障害者等の利用にも対応でき

るよう、サービス提供体制や支援内容の充実に努めます。 

福 祉 推 進 課 

③地域生活支援事

業の充実 

⚫ 関係機関・事業所の連携のもと、障害福祉計画に基づき、

地域生活支援事業の提供体制の充実を図ります。 

福 祉 推 進 課 

④福祉用具の給付 

⚫ 補装具費の支給、日常生活用具の給付を行います。 

⚫ 日常生活用具については、新たな機器の開発や、障害者の

生活実態・ニーズに対応し、適宜、対象品目や給付限度額

等の見直しを行います。 

福 祉 推 進 課 
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個別施策 取組内容 所管課 

⑤介護保険サービ

スとの連携 

⚫ 高齢の障害者に対し、介護保険制度や介護予防・日常生活

支援総合事業による介護サービス、介護予防サービスを提

供します。 

⚫ 介護サービスと障害福祉サービスを一体的に提供する「共

生型サービス」の提供について、事業所への働きかけや障

害者・家族への情報提供等を行います。 

高 齢 介 護 課 

福 祉 推 進 課 

⑥難病者への福祉

サービスの提供 

⚫ 難病者に対し、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービ

スの提供や補装具・日常生活用具の給付等を行います。 

福 祉 推 進 課 
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（３）住まいの場の確保 

【現状と課題】 

◆ 令和５(2023)年度時点で町内に障害者グループホームは５か所ありますが、今後、事業所への

働きかけや、町独自のグループホーム開設費用補助制度を活用するなどして、町内での更なるグ

ループホームの確保に取り組む必要があります。 

◆ 「地域生活支援拠点等施設」においても、ショートステイを活用した体験機能や緊急時の受け

入れ、相談機能等により、障害者の地域生活移行やひとり暮らし等をサポートする取組を行って

います。拠点施設・関係事業所との連携による地域移行のサポート体制の構築が求められます。 

◆ 今後も、施設入所や入院からの地域移行を促進するとともに、家族の高齢化等の課題に対応す

るため、さらなる住まいの場の確保や、ひとり暮らしへの支援等が求められています。特に単身

の精神障害者では、住まいの確保が困難であることが課題となっています。 

 

■令和５年度アンケート結果より  ○将来の暮らし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① グループホーム

の充実 

⚫ 障害者の生活の場として、共同生活援助（グループホーム）

サービスの提供を行います。 

⚫ 事業所への働きかけや開設費用の助成等により、町内での

福 祉 推 進 課 

2 3 .3

2 8 .7

6 .2

5 .4

3 1 .0

3 .9

1 .6

16 .0

5 0 .1

4 .5

7 .3

17 .0

2 .6

2 .6

0 10 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0

一人でく らしたい

家族と一緒にく らしたい

グループホームを利用したい

福祉施設や介護施設でく らしたい（入所したい）

わからない

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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グループホームの設置を促進します。 

② 地域移行の促進

と施設入所支援

サービスの確保 

⚫ 施設入所や長期入院からの地域移行を促進するため、関係

事業所と連携し、グループホーム整備などの環境づくりや

移行の支援、地域生活のサポート等を行います。 

⚫ 介護者の高齢化や障害の重度化等により、入所が必要な重

度障害者等に対し、施設入所支援サービスの確保および情

報提供に努めます。 

福 祉 推 進 課 

③ ひとり暮らしへ

の支援 

⚫ 関係機関と連携し、家事や金銭管理の支援、相談、体験機

会の提供、緊急時の受け入れ等により、障害者のひとり暮

らしへの移行や既存の自宅での単身生活を支援します。 

⚫ 障害者や高齢者等を受け入れる民間賃貸住宅や協力店舗を

登録する大阪府制度「大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登

録制度」の周知・活用に努めます。 

⚫ 障害福祉計画の地域生活支援事業で未実施となっている

「住宅入居等支援事業」の実施を検討します。 

福 祉 推 進 課 

都 市 計 画 課 

 

個別施策 取組内容 所管課 

④ 公営住宅の入居

支援 

⚫ 町営緑地公園住宅の空き家待ち募集において、障害者・高

齢者・ひとり親家庭等の福祉世帯に対し、抽選回数の増加

による優先入居を行います。 

⚫ 府営住宅の福祉世帯向け募集、車いす世帯向け募集等の情

報提供を行います。 

都 市 計 画 課 

 

（４）経済的な支援 

【現状と課題】 
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◆ 各種手当等の支給のほか、年金・扶養共済制度、税金や交通費の減免・割引制度、貸付制度等

の周知・啓発を行っています。 

◆ 令和４(2022)年度から、企業や公的機関で年金業務従事経験のある「年金相談員」を雇用し、

年金窓口に毎日配置しています。 

◆ 今後も、障害者や家族が必要な制度を活用できるよう、情報提供の充実に努める必要がありま

す。 

 

■令和５年度アンケート結果より  ○障害者の生活を支える収入（※18 歳以上のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 各種手当の支給 

⚫ 福祉手当等の支給と情報提供により、障害者世帯への経済

的な支援を行います。 

福 祉 推 進 課 

② 年金・扶養共済

制度の周知 

⚫ 障害年金をはじめとする年金制度に関する相談支援や情報

提供を行います。 

⚫ 保護者が死亡した場合等に、扶養している障害者に給付金

を支給する「障害者扶養共済制度」の周知を行います。 

保 険 年 金 課 

福 祉 推 進 課 

③ 各種減免・割

引・貸付制度の

⚫ 「障害者福祉の手引き」やホームページ等を活用し、税金

の控除や減免、有料道路や公共交通機関の割引制度、生活

福 祉 推 進 課 

14 .3

5 .1

1 .9

7 3 .8

2 5 .6

3 9 .7

3 .2

1 .4

2 .3

0 2 0 4 0 6 0 8 0

勤務先からの給料

福祉施設や作業所からの工賃

自営業や内職などその他の就労収入

自分の年金や手当

自分の貯金

家族の収入（給料・年金・貯金など）

生活保護費

その他

不明・無回答

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）



55 

 

周知 福祉資金の貸付等の諸制度の周知・啓発に努めます。 
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基本目標５ 就労と社会参加を支援する 

基本目標５ 就労と社会参加を支援する 

１ 雇用・就労 

障害者が社会の一員としてさまざまな場で働き、自立した生活をおくる環境づくりを進めるた

め、雇用・就労の支援に取り組みます。 

 

■令和５年度アンケート結果より ○障害者が働くために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）雇用促進・就労支援の充実 

【現状と課題】 

◆ ハローワークや高槻市障がい者就業・生活支援センター等との連携により、障害者雇用拡大に

向けての啓発や、就労・職場定着への支援を行っています。今後も、地域での自立した生活を支

援するため、さらなる取組の充実が求められています。 

◆ コロナ禍において普及したテレワーク（ICT を活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な

働き方）を活用するなど、障害のある人もない人も働きやすい環境を整備がしていくことが必要

です。 

◆ 町では、就労に向けた体験・実習の場として、平成 28(2016)年度から「障害者庁内職場実習

事業」を実施し、一般就労をめざす障害者の実習を受け入れています。令和４(2022)年度からは

支援学校在校生も対象に追加しており、引き続き実習先や指導内容の充実に取り組んでいく必要

2 7 .2

2 7 .8

18 .9

19 .6

2 8 .8

14 .5

15 .0

3 3 .9

11 .3

3 0 .4

14 .5

2 .3

16 .7

12 .1

0 10 2 0 3 0 4 0

就労に向けた相談窓口の充実

障害者向けの求人情報の提供

就労に向けた訓練や職場実習

福祉施設や作業所などで工賃を得て働く 「福祉的就労の場」の充実

自宅でも仕事ができること

就職後のフォロー（職場になじむための相談支援や調整など）

通勤するための交通手段の確保

職場の人の障害への理解

職場の施設・設備のバリアフリー化

体調や障害の特性に配慮した勤務体制

工賃や給料の引き上げ

その他

特にない

不明・無回答

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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があります。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①障害者雇用のた

めの啓発 

⚫ 広報や研修等により、障害者雇用の促進や障害者雇用企業

への支援制度等の周知・啓発を行います。 

福 祉 推 進 課 

にぎわい創造課 

②関係機関と連携

した就労支援の

実施 

⚫ ハローワークや高槻市障がい者就業・生活支援センター等

の関係機関と連携し、就労や資格取得、職場定着等に向け

た相談支援や情報提供を行います。 

⚫ 高槻市障がい者就業・生活支援センターの周知を進め、登

録者数の増加を図ります。 

⚫ 障害者雇用奨励金により、障害者を雇用した企業への助成

を行います。 

⚫ 地域就労支援事業により、就労が困難な障害者等に対する

相談支援を行います。 

福 祉 推 進 課 

にぎわい創造課 

③職場体験機会の

提供 

⚫ 「障害者庁内職場実習事業」等により、職場体験・実習機

会を提供するとともに、実習内容の充実に取り組みます。 

福 祉 推 進 課 

④就労移行支援・

就労定着支援事

業の活用 

⚫ 障害者総合支援法に基づく就労移行支援事業・就労定着支

援事業を活用し、就労のための訓練や相談、職場探し、職

場定着等への支援を行います。 

⚫ 就労移行支援事業・就労定着支援事業を提供する町内事業

所の確保に努めるとともに、近隣自治体に所在する事業所

との連携を図ります。 

福 祉 推 進 課 

 

（２）福祉的就労の場の確保 

【現状と課題】 
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◆ 「就労継続支援」や「地域活動支援センター」等の事業所と連携し、福祉的就労の場を確保す

るとともに、工賃水準の向上に向けたさまざまな取組を支援することが必要です。 

◆ 平成 25(2013)年度から施行された「障害者優先調達推進法」に基づき、本町でも調達指針・

調達目標を策定し、障害者施設や障害者多数雇用企業からの物品や役務の発注増加に取り組んで

います。今後も、庁内各部局に働きかけ、委託や購入等の発注内容の拡大・増加に努めることが

必要です。 

◆ 令和３(2021)年度から、町内事業所で販売する製品や受託可能な作業を紹介する冊子を作成し、

周知に努めています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 就労継続支援の

充実 

⚫ 町内の就労継続支援事業所との連携を中心に、一般就労が

困難な障害者を対象に、就労機会の提供や知識・能力向上

のための訓練等を提供します。 

福 祉 推 進 課 

② 地域活動支援セ

ンターの運営支

援 

⚫ 障害者が日中に通所し、就労する場として、「地域活動支援

センター」への運営支援を行います。 

福 祉 推 進 課 

③ 障害者施設等か

らの優先調達の

推進 

⚫ 庁内各部局の連携・協力により、「障害者優先調達推進法」

に基づく障害者施設等からの物品や役務の調達を推進しま

す。 

福 祉 推 進 課 

 

  

個別施策 取組内容 所管課 

④ 工賃水準向上に

向けた支援 

⚫ 関係事業所と連携し、製品の開発や紹介冊子等を活用した

ＰＲ、販路拡大、製品を展示・販売する場や機会の確保等、

福 祉 推 進 課 
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工賃水準向上に向けたさまざまな取組を支援します。 

 

 

２ 生きがい・社会参加 

  障害者が生きがいをもち、地域のさまざまな活動に参加・参画することができる環境づくりを

進めます。 

 

■令和５年度アンケート結果より  

○自由時間にしたい活動をするために必要なこと（18 歳以上のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）スポーツ・文化活動の促進 

【現状と課題】 

◆ 障害者（児）を対象とした町スポーツ事業（ふれあいスポーツ教室・大会）を開催しています。

大阪府障がい者スポーツ大会についても、町事業のステップアップや成果発表の場と位置付け、

送迎等の支援を行い、毎年多数の選手が参加しています。 

◆ 平成27(2015)年度から開始した「自発的活動支援事業補助金」を活用し、当事者団体が行うス

ポーツ・文化活動等に対しても事業補助を行っています。 

◆ 今後も、障害者スポーツ事業の充実に努めるとともに、自主的な活動への支援や障害者も地域

住民も一緒に楽しめるスポーツ環境づくりを目指し、関係部局・団体との連携強化を進めていく
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14 .9

18 .5

17 .6

2 .3

4 .5

3 2 .3

7 .5

0 10 2 0 3 0 4 0

知識や技能を得るためのさまざまな講習会の開催

技術を教えてくれる人の紹介

活動を応援するボランティアの養成

いつでも気軽に立ち寄り、仲間達と過ごすことのできる場所

スポーツ大会や文化祭など練習の成果を発表する場所

見に行きたいと思うスポーツや芸術文化イベントの開催

介助者や支援者の付き添い

交通機関や公共施設の

手話通訳者・要約筆記者派遣などのコミュニケーションの支援

その他

特にない

不明・無回答

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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ことが必要です。 

◆ 障害者週間事業の一環として、障害者の製作した絵画・手芸等の作品展を実施しています。今

後も、生涯学習事業との連携を図りながら、障害者の文化・芸術活動を促進する取組が必要です。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① ふれあいスポー

ツ教室・大会の

実施 

⚫ 障害者（児）を対象としたふれあいスポーツ教室・大会を

開催するとともに、さらに需要の高い内容を目指し、スポ

ーツ活動や交流の機会を活性化します。 

福 祉 推 進 課 

② スポーツ活動の

支援 

⚫ 大阪府障がい者スポーツ大会等、広域で開催されるスポー

ツ大会・イベントへの参加を支援します。 

⚫ 用具の貸出や当事者団体への事業補助等により、障害者や

その家族による自主的なスポーツ活動を支援します。 

⚫ 総合型地域スポーツクラブや各種競技団体等と連携し、障

害者が参加できるスポーツ環境の充実に努めます。 

福 祉 推 進 課 

生 涯 学 習 課 

③文化・芸術活動

の支援 

⚫ 作品展の開催や当事者団体への事業補助等により、障害者

の文化・芸術活動の支援に努めます。 

⚫ 関係機関・事業所と連携し、文化芸術の鑑賞・創造・作品

発表の機会の確保や、作品やイベント・展示に関する情報

発信に努めます。 

福 祉 推 進 課 

生 涯 学 習 課 

 

（２）生涯学習の推進 

【現状と課題】 

◆ 町立図書館において、点字図書・大型活字図書等の資料の貸出を行っています。今後も資料の

充実に努めるとともに、障害者が利用しやすい環境づくりを進めることが必要です。 

◆ 教室・講座等において、障害者の参加に配慮した取組が必要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 
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① 図書館サービ

スの充実 

⚫ 点字図書、大型活字図書、録音資料、手話・字幕付き映像

資料等の充実を図るともに、障害者が利用しやすい環境整

備に努めます。 

生 涯 学 習 課 

② 生涯学習機会

の充実 

⚫ 教室・講座等において、障害者の参加に配慮するとともに、

障害者への理解を深める内容についても検討します。 
生 涯 学 習 課 

  

（３）当事者活動への支援 

【現状と課題】 

◆ 障害者団体への運営助成やふれあいセンター利用料の減免等のほか、自主的なサークルへの相

談・助言、情報提供等の支援を行っています。平成 27(2015)年度からは、当事者団体・サーク

ルが行う療育・相談・研修等の活動に対して事業補助を行う「自発的活動支援事業補助金」を創

設しています。 

◆ 障害者サークル・家族会等は、会員の高齢化や活動の縮小が課題となっています。活動の活性

化、新規メンバー加入について、引き続き支援していくことが求められます。 
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 障害者団体・サ

ークル等への支

援 

⚫ 団体運営や自主事業への補助、施設利用料の減免、相談・

情報提供等により、障害者団体やサークルの活動を支援し

ます。 

福 祉 推 進 課 

② 家族への支援 

⚫ 障害者の家族への相談支援、情報提供の充実を図ります。 

⚫ 家族会等の活動の活性化や新規メンバー加入のための支援

について、継続的に取り組みます。 

福 祉 推 進 課 

 

（４）行政への参画 

【現状と課題】 

◆ 障害者・家族等の行政への参画を図り、当事者のニーズ把握に努めるため、パブリックコメン

ト、各種会議への障害者団体代表者や公募委員の参画、アンケート調査等を実施しています。 

◆ 選挙については、手話通訳・筆談用ボードの配置や郵便投票・点字投票等の周知を図るととも

に、投票所の段差解消に取り組むなど、今後も投票しやすい環境づくりを進めることが必要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 障害者の意見を

聴く機会の確保 

⚫ 会議への参画、パブリックコメント（意見募集）やアンケ

ート調査の実施等により、各種計画の策定やまちづくりに

関して、障害者の意見を聴く機会の確保に努めます。 

福 祉 推 進 課 

② 障害者の投票支

援 

⚫ 音訳版選挙公報の送付、投票所への手話通訳・筆談用ボー

ドの配置、郵便投票や点字投票への対応、投票所の段差解

消等、障害者が選挙で投票しやすい環境整備を進めます。 

行政委員会事務局 
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基本目標６ 安全・安心で、すべての人にやさしいまちをつくる 

基本目標６ 安全・安心で、すべての人にやさしいまちをつくる 

１ 情報・意思疎通支援 

日常生活や社会生活に必要な情報を取得することができるよう、障害特性に配慮した分かりや

すい情報提供および情報取得支援の充実を図るとともに、手話通訳等の意思疎通（コミュニケー

ション）支援の充実を図ります。 

 

■令和５年度アンケート結果より  

○情報入手や周囲の人とのコミュニケーションについて困ること（※特になしを除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）情報提供の充実 

【現状と課題】 

◆ 広報誌、ホームページ、SNS、メール、冊子等の各種広報媒体を活用し、行政情報等の情報提

供を行っています。視覚・聴覚障害者に対しては、声の広報（音声版広報）、情報支援機器の給

付等により、情報取得の支援を行っています。 

◆ 今後も、技術革新や当事者のニーズ等に対応し、引き続き広報媒体の情報の充実に努めるとと

もに、ユニバーサルデザインの考え方や、令和元（2019）年に施行された「読書バリアフリー法」

を踏まえ、音声データや、音声化に対応したデータ（電子書籍・テキスト形式等）、読みやすい

2 6 .4

8 .5

1 .6

2 .3

0 .0

3 .1

5 .4

16 .3

0 .8

3 .9

0 .8

2 9 .7

16 .2

2 .9

14 .9

10 .4

2 .5

2 .5

9 .7

1 .9

4 .9

8 .0

0 10 2 0 3 0 4 0

どこに情報があるかわからない

情報の内容がむずかしい

音声データなどによる情報提供が少ない

パソコン・スマホなどの使い方がわからないため、インターネットが利用できない

パソコン・スマホなどを持っていないため、インターネットが利用できない

手話やジェスチャー（身ぶり・手ぶり）を理解し対応してくれる人が少ない

指差しシートやコミュニケーションボードを設置しているところが少ない

コミュニケーションに時間がかかる、細かい部分が伝わらない

手話通訳や要約筆記をしてくれる人が足りない

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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文字情報（大きな文字、読みとりやすいフォント、やさしい文章表現やルビ等）の提供など、さ

まざまな障害特性に配慮し、分かりやすく、伝わりやすくする取組が必要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①広報媒体の充実 

⚫ 広報誌・ホームページ・SNS・メール・冊子等の多様な広

報媒体を活用し、障害特性に配慮した分かりやすい伝え方

やデータ形式など、障害者がより情報を入手しやすくなる

よう工夫し、サービスや制度、イベント等の情報提供を行

います。 

政 策 企 画 課 

②福祉サービス・

制度の情報提供

の充実 

⚫ 障害者・難病者が利用できる制度・サービスをまとめた冊

子、事業所情報をまとめた冊子等を適宜更新して発行し、

窓口等で配布します。 

⚫ 町ホームページにおける福祉サービス・制度に関する掲載

情報の充実を図ります。 

福 祉 推 進 課 

③視覚障害者への

情報提供の充実 

⚫ 声の広報事業（音声版広報の発行）により、広報しまもと

等の内容を朗読してＣＤに録音し、視覚障害者の自宅に郵

送します。 

⚫ 視覚障害者に対し、拡大読書器、活字文書読み上げ装置、

ポータブルレコーダー、地デジ対応ラジオ等の情報支援機

器（日常生活用具）を給付します。 

⚫ ホームページ等での音声データや音声化に対応したデータ

の掲載、紙媒体への音声コード使用など、音声情報の提供

の充実に努めます。 

福 祉 推 進 課 

政 策 企 画 課 
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個別施策 取組内容 所管課 

④聴覚障害者への

情報提供の充実 

⚫ 聴覚障害者に対し、聴覚障害者用屋内信号装置、ファック

ス等の情報支援機器（日常生活用具）を給付します。 

福 祉 推 進 課 

⑤インターネット

による情報提供

の充実 

⚫ ホームページ等の掲載情報の充実やアクセシビリティの向

上に努めるとともに、アクセシビリティに関する研修の実

施などを通じて、職員の意識改善に努めます。 

⚫ イベント情報や災害情報・避難情報、不審者情報等につい

てメールや SNS を通じた配信を実施します。 

政 策 企 画 課 

危 機 管 理 室 

 

（２）意思疎通支援の充実 

【現状と課題】 

◆ 聴覚・音声言語機能障害者への意思疎通（コミュニケーション）支援として、従前から手話通

訳者派遣事業、手話通訳者設置事業を実施しています。 

◆ 要約筆記については、パソコン要約筆記者の派遣事業を開始していますが、利用実績は少ない

状況です。また、町内のパソコン要約筆記ボランティアサークルが解散しており、ボランティア

の確保が課題となっています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 手話通訳による

意思疎通支援 

⚫ 役場に手話通訳者を配置し、手続きや相談のために来庁す

る聴覚障害者の意思疎通を支援します。 

⚫ 公的機関への届出・相談、医療機関の受診等の際に手話通

訳者を派遣します。 

福 祉 推 進 課 

② 要約筆記等によ

る意思疎通支援 

⚫ 要約筆記や ICT を活用した意思疎通支援を検討します。 

⚫ 公的機関への届出・相談、医療機関の受診等の際にパソコ

福 祉 推 進 課 
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ン要約筆記者を派遣します。 
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２ 生活環境の整備 

  誰もが安全かつ快適に外出し、社会生活を営むことができる環境の実現に向けて、駅周辺や道

路、公園、公共施設等を中心とした環境整備を行い、ユニバーサルデザイン・バリアフリーの視

点によるまちづくりを進めていくことが必要です。 

 

（１）福祉のまちづくり 

【現状と課題】 

◆ 島本町バリアフリー基本構想等に基づき、町施設や道路等のバリアフリー化に取り組んでいま

す。今後も、基本構想の中長期課題の実現に向けてバリアフリー化を進め、移動や施設利用のさ

らなる利便性・安全性の向上を図ることが必要です。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①公共施設のバリ

アフリー化 

⚫ 手すりやスロープ、視覚障害者誘導用ブロック、オストメ

イト対応を含む多目的トイレ等の設置を進めます。 

⚫ ユニバーサルデザインの観点から、施設照明の LED 化によ

る視認性の向上や、障害特性に配慮した分かりやすい案内

表示（ふりがなや点字の併記、色づかいへの配慮、文字で

なく絵やマークで場所を表すなど）に努めます。 

総務・債権管理課 

都 市 計 画 課 

②道路・公園のバ

リアフリー化 

⚫ 障害者が安全で快適に移動できるよう、段差解消、視覚障

害者誘導用ブロックの設置等、歩道のバリアフリー化を図

るとともに、歩道の設置、交差点改良等の道路の整備・改

善を進めます。 

⚫ 公園において、段差解消等のバリアフリー化やベンチ等の

利用者が休憩する場所の充実を図ります。 

都 市 整 備 課 
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③住宅のバリアフ

リー化 

⚫ 重度障害者に対し、バリアフリー化のための住宅改修費用

の助成を行います。 

福 祉 推 進 課 
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（２）外出・移動の支援 

【現状と課題】 

◆ 自動車利用の支援として、自動車改造・免許取得助成を実施し、障害者の移動や社会参加を支

援しています。 

◆ タクシー利用に対しては、重度障害者に対する移送サービス（タクシー代助成）を実施してい

ますが、近年は運転手不足等によりタクシーの予約・利用が難しくなる等の課題が生じています。 

◆ 障害者・高齢者等の外出を支援するため、福祉巡回を目的として「福祉ふれあいバス」を運行

しています。町内の路線バスには低床化バスが完全導入されています。 

 

■令和５年度アンケート結果より  ○外出するときに困ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 自動車利用の支

援 

⚫ 身体障害者が自ら所有し運転する自動車の改造費用の助成

を行います。 

福 祉 推 進 課 

10 .1

6 .2

9 .3

2 4 .8

5 .4

2 .3

5 .4

4 .7

11 .6

6 .2

9 .3

3 .1

3 6 .4

2 5 .6

3 3 .3

9 .3

2 0 .2

1 .6

3 0 .0
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道路や歩道の段差

路上の障害物（自転車・看板など）

電車・バス・タクシーの乗り降りが大変

キップの買い方や、乗り換えの方法がわからない

タクシーが利用しにく い（配車に時間がかかる、台数が少ないなど）

障害者用の駐車スペースが少ない

障害者用のトイレが少ない

エレベーターやエスカレーターがない

ベンチなどの休む場所が少ない

介助者の確保がむずかしい

交通費などの費用負担が大きい

発作など突然の体調の変化が心配

自分の意思を伝えたり、コミュニケーションをとることがむずかしい

周囲の視線や言葉が気になる

困ったとき周囲に助けを頼みにくい

その他

特に困ることはない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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⚫ 身体・知的・精神障害者の自動車運転免許取得費用の助成

を行います。 

② タクシー利用の

支援 

⚫ タクシー・介護タクシーの利用料の軽減のため、重度障害

者に対する移送サービス（タクシー代助成）を実施します。 

福 祉 推 進 課 

③ バス利用の支援 

⚫ 障害者とその介助者の外出を支援するため、「福祉ふれあい

バス」を運行します。 

高 齢 介 護 課 

④ 外出介助サービ

スの実施 

⚫ 障害者総合支援法に基づく移動支援（ガイドヘルプサービ

ス）、同行援護により、外出支援を行います。 

⚫ 町独自事業として、通学通所支援者派遣事業を実施します。 

福 祉 推 進 課 
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（３）交通安全対策の推進 

【現状と課題】 

◆ 交通ルールやマナーの啓発、不法駐車・放置自転車等対策、交通安全施設の整備等により、安

全な交通環境づくりに取り組んでいます。今後も警察等と連携した取組を進める必要があります。 

 

■令和５年度アンケート結果より  ○外出するときの交通手段 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 交通安全のため

の環境づくり 

⚫ 関係機関・団体との連携により、運転者安全講習会、交通

安全教室の開催、通学路の点検、交通安全街頭ＰＲなどを

行います。 

⚫ 駅前周辺や歩道等において、通行の安全確保や事故防止を

図るため、警察と連携した不法駐車の取締まりや放置自転

車等の撤去及び啓発に努めます。 

都 市 整 備 課 

② 交通安全施設の ⚫ ガードレール・カーブミラー・路面標示など、交通安全施 都 市 整 備 課 

7 9 .1

2 .3

4 8 .1

6 2 .0

2 4 .8

0 .0

0 .8

2 7 .9

0 .0

1 .6

3 .9

0 .8

5 7 .7

8 .2

2 2 .6

15 .6

3 1 .6

13 .5

14 .7

6 .4

4 4 .2

4 .5

7 .9

1 .8

1 .6

0 2 0 4 0 6 0 8 0 10 0

徒歩

車いす、電動車いす

自転車、電動自転車、バイク

本人が運転する自動車

家族などが運転する自動車

学校・病院・福祉施設などの送迎車

タクシー

介護タクシー

電車

福祉ふれあいバス

その他の路線バス

その他

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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整備 設の新設及び維持管理を行います。 

⚫ 音響信号の設置を促進します。 
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３ 安全の確保 

災害等の緊急時に適切な支援を行い、安全を確保するため、防災対策の推進を図るとともに、

障害者が犯罪や悪質商法の被害にあわない環境づくりを進めます。 

 

（１）災害時・緊急時の支援体制の充実 

【現状と課題】 

◆ 平成 28(2016)年度から、災害時に自力避難が困難な重度障害者・要介護高齢者等の情報を登

録し、同意を得て地域の支援機関と共有する「避難行動要支援者登録制度」を実施しています。 

◆ 令和５(2023)年度からは、登録者の個別の避難方法等を定める「個別避難計画（個別プラン）」

の作成を開始していますが、今後は、関係事業所等と連携したプラン作成体制の強化や、登録情

報やプランの共有に同意する地域の支援機関の確保が必要となります。 

◆ 災害時の障害者については、移動、情報の取得、意思疎通、集団生活への適応、介助や医療的

ケアの確保等の課題を抱えていることから、さまざまな障害特性に配慮した防災対策の推進が求

められています。 

 

■令和５年度アンケート結果より  ○災害時に支援してほしいこと  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 1 .1

5 4 .3

4 4 .2

3 1 .0

10 .9

4 .7

11 .6

3 1 .0

17 .8

3 3 .3

0 .8

10 .9

0 .0

5 0 .1

3 6 .6

2 7 .0

2 7 .6

3 8 .3

3 1 .1

14 .5

17 .0

3 7 .4

3 9 .8

2 .5

7 .3

3 .8

0 10 2 0 3 0 4 0 5 0 6 0

災害に関する情報を知らせてほしい

避難時の声かけをしてほしい

避難所の場所や行き方を教えてほしい

避難所までの移動を介助してほしい

必要な薬を確保してほしい

必要な治療や医療ケアが受けられるようにしてほしい

避難所で介助してほしい

避難所でのコミュニケーションを支援してほしい

避難所の設備（トイレ・段差など）を整備してほしい

障害者に配慮した避難場所を確保してほしい

その他

特にない

不明・無回答

18歳未満（n = 12 9 ）

18歳以上（n = 7 7 1）

（％）
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【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

①防災意識の高揚

と地域での支援

体制づくり 

⚫ 防災ハザードマップを更新・配布し、防災について啓発を

行うとともに、危険区域や避難所等の周知に努めます。 

⚫ 町防災訓練の実施や地域の防災訓練の開催支援により、住

民の防災意識の高揚を図ります。また、障害者施設での避

難計画の策定や訓練の開催を支援するとともに、障害者（団

体・事業所等）の訓練への参加促進を図ります。 

⚫ 障害者や高齢者等、すべての住民の安全確保に留意した自

主防災組織の育成を進めます。 

危 機 管 理 室 

福 祉 推 進 課 

②災害時の物資確

保の充実 

⚫ 災害時に障害者の生活や身体機能の維持に必要な資機材や

食品、医薬品等を確保するため、備蓄や関係機関との連携

等の取組を進めます。また、自助として家庭での備蓄を促

進します。 

⚫ 人工呼吸器を装着する身体障害者・難病者に対し、災害時

の停電に備えた自家発電機・バッテリー（日常生活用具）

を給付します。 

福 祉 推 進 課 

危 機 管 理 室 
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個別施策 取組内容 所管課 

③避難行動要支援

者への支援体制

の充実 

⚫ 「避難行動要支援者登録制度」を適切に運用し、対象者へ

の周知、情報の登録・更新、支援機関との共有を行います。 

⚫ 関係事業所等と連携し、災害リスク等から優先度の高い登

録者を中心に、「個別避難計画」の作成を推進します。 

⚫ 登録情報や個別プランを共有して災害時の連携を図るた

め、自主防災会など地域の支援機関との情報共有に係る協

定の締結を推進します。 

福 祉 推 進 課 

危 機 管 理 室 

④災害時の情報伝

達体制の整備・

充実 

⚫ 防災行政無線、広報車、SNS・メール、ホームページ、地

域の支援機関からの声かけ等、多様な情報伝達手段により、

災害情報や緊急情報を迅速に伝達する体制の整備・充実に

努めます。 

危 機 管 理 室 

⑤避難所の確保・

充実 

⚫ 指定避難所や避難地の確保と施設・設備の充実に努め、障

害者や高齢者の避難施設となる福祉避難所のさらなる確保

に取り組みます。 

⚫ 災害時の避難生活において、障害者に配慮した避難所運営、

情報提供、意思疎通支援等を行うための体制づくりを進め

ます。 

福 祉 推 進 課 

危 機 管 理 室 

⑥緊急通報システ

ムの運営 

⚫ ひとり暮らしの重度身体障害者・高齢者等の自宅に緊急通

報装置を設置し、急病や事故等のときに電話回線を通じて

セキュリティ会社に通報する緊急通報システムの運営を行

います。 

高 齢 介 護 課 
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個別施策 取組内容 所管課 

⑦ファックス・イ

ンターネットで

の緊急時の通報

への対応 

⚫ 電話での 119 番通報が困難な聴覚・音声言語機能障害者等

を対象に専用ファックス用紙を配布し、火災・救急時のフ

ァックス通報に対応します。また、スマートフォン等から

インターネットを利用して 119 番通報ができるサービス

「NET119」の周知を図ります。 

⚫ 電話での 110 番通報が困難な聴覚・音声言語機能障害者等

に対し、警察のファックス 110 番、メール 110 番等の制度

の情報提供を行います。 

消 防 本 部 

福 祉 推 進 課 

 

（２）防犯・消費者保護対策の推進 

【現状と課題】 

◆ 地域防犯体制の整備のため、啓発や防犯灯設置、不審者情報のメール・LINE 配信、登下校時

の見守り・パトロール等の取組を行っています。 

◆ 悪質商法等による被害を防止するため、消費生活相談等の消費者保護対策に取り組んでいます。 

◆ 今後も、障害者が地域において安全・安心に生活ができるよう、防犯・消費者保護対策のさら

なる充実が求められています。 

 

【施策の展開】 

個別施策 取組内容 所管課 

① 防犯体制の整備 

⚫ 警察・防犯委員会等と連携し、啓発やパトロール等を行う

とともに、防犯灯の設置など犯罪が発生しにくい環境づく

りを進めます。 

⚫ 不審者情報等のメール・LINE 配信により、安全確保のため

の情報提供を行います。 

危 機 管 理 室 

政 策 企 画 課 

教 育 推 進 課 

教 育 総 務 課 
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⚫ 通学の安全確保を図るため、登下校時の安全ボランティア

による見守りや、防犯カメラの維持管理を行います。 

② 消費者保護対策

の推進 

⚫ 悪質商法等による被害を防止し、被害を受けたときの相談

支援や事業者への指導等を行うため、消費生活相談等の消

費者保護対策を推進します。 

にぎわい創造課 

 


